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かつて私は，警察政策学会の依頼により，同学会誌において「校内薬物検査
とプライヴァシィ一保障」と題する論文を発表し，その中で，生徒に脱衣させ
ての薬物検査についても若千百及したがへその当時，合衆国においても生徒
を脱衣させてまで薬物検査を実施するような事案は減少するであろうと考え，
その点については僅かな言及にとどめた。しかしながら，その後， Redding 
事件において，公文校内で同級生への薬物譲渡の疑いをもたれた女生徒を副校
長の命で職員が脱衣させて持ち物検査を実施したことが合衆悶憲法第4修正に
違反しないかが争われ，合衆国最高裁判所の判断が示されるに至ったω。本稿
( 1 ) 清水 真「校内薬物検査とプライヴァシィ一保障」警察政策7巻 104頁以下。
尚， Redding判決以前の米関における校内薬物検査に関して，山本未来「行政
調査としての公立学校における校内検査」明治学院ロー・レビュー 2巻4号39頁
以下がある。
( 2) Safford United School District #1 v. Redding， 557 U. S. (2009). 
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では， Redding 判決に焦点を当てつつ，校内薬物検査とプライヴァシィー保
障の問題について検討したL、。
尚，以上のような経緯に鑑み，一部，既発表の拙稿と内容的に重複する箇所
があると共に，本稿では Redding判決よりも前の合衆国最高裁判例について
は既発表の拙稿よりは簡単に触れるにとどめることを付言する。詳しくは，上
記拙稿及びそこに引用した文献を参照されたい。
1 in loco parentis法理
前述の Redding判決において，唯一人反対意見を執筆している Thomas裁
判官が自説の論拠としているのがinloco parentis法理である。
In loco parent伐とは， I親代わりJを示すラテン語であるが，英米法諸国に
おいて長らく採られてきた法理であった。本来，子女に対する教育・監護とは，
各々の家庭で行われるべきものであるところ，科学技術の進歩・社会の複雑化
等に緩み，国家政策として法に定める学校が家庭に代わって子女の教育・監護
を行うようになったのが学校教育なのであるから，学校教職員は本来ならば家
庭内で親がその子女に対して有する監督・指導・懲戒権を校内で代替的に行使
し得るという commonlaw上の法理であるへこのような考え方に従って，
英米法諸国においては，初等・中等教育において児童・生徒に対する体罰・持
ち物検査等が正当化されていたヘ「親代わりJという発想は，校内秩序を維
持し，個々の児童・生徒が非行・怠学に陥ることから防止するという pater-
nalisticな発想と相侠って，中等教育においては，生徒を全裸・半裸にしての
持ち物検査 (stripsearch)にまで烹ることすらあった。
In loco parentis法理に対しては，合衆国憲法第4修正による制約から公立
学校教職員を対象外とする効果を有する点で批判されてきた(目。そして，次章
(3) 1 W. Blaclstone， Commentaries 453 (1870). 
( 4) W. R. La Fave， Search and Seizure 3rd ed.， p.803. 
(5) E. g.， Mercer v. State， 450 S. W. 2d 715 (Tex. Civ. App. 1970). 
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以下に触れるように，合衆国最高裁判所は inloco parentis法理が義務教育制
度とは相容れないものであること等を指摘し， in loco parentis法理を根拠に
して合衆国憲法第4修正の保障が公立学校には及ばないという発想を否定的に
判断するに吏った∞
E 校内持ち物検査-T.L.O.判決7)
l 事実の概要
New Jersey州内の公立学校の禁煩区域での喫煙を教員に見つかった女子生
徒 T.L. O.の所持にかかるハンドバッグを副校長補佐が開披したところ，マ
リファナの吸引に用いられることの多い煙草用巻紙の束が発見された。そこで，
副校長補佐は吏にハンドバッグ内を検査したところ，マリファナ・パイプ・マ
リファナ取引を示す手紙・顧客リスト・大量の小額紙幣等が発見されたため，
学校側は警察に通報した。その後，上記各証拠と警察署において得られたマリ
ファナ取引に関する自白を根拠に， T. L. O.は州家庭裁判所に送致され，少年
審判が開始された。
T. L. O.側は，副校長補佐による上記検査が合衆国憲法第4修正に違反する
ことを根拠に，関連証拠の排除等を申し立てた。州家臆裁判所は，合衆国憲法
第4修正が公立学校教職員による校内持ち物検査に対しでも適用されることは
認めつつ， ['犯罪が行われたか若しくは行われつつあるとの合理的嫌疑がある
場合，又は校内規律維持のために持ち物検査が必要と言える合理的理由のある
( 6) in loco parentis法理に依拠していた裁判例として， Stern v. New Haven Com脚
munity Schools.， 529 F. Supp. 31 (E. D. Mich. 1981); Jones Latexo Independent 
School District， 499 F. Supp. 223 (E. D. Tex. 1980). 
See also， Anne P. Dure， Should Students Have Constitutional Rights? KeePing 
Order in Public Schools， 65 Geo. W. ZL. Rev. 49， 71n. 149 (996). 
(7) New Jersey v. T. L. 0.， 469 U. S. 325 (1985). 
尚，本判決に関する邦語での解説・紹介として，清水真・比較法雑誌26巻 l号
57頁，荏原明則・神院 16巻3・4号 170頁，樋口範雄・ジュリ 860号 115頁.上
原正夫・判タ 545号64頁，高井裕之・判タ 611号 119頁等がある。
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場合Jには持ち物検査が正当である皆判示し，証拠排除申し立てを却下し
たヘ抗告審も合衆国憲法第4修正について州家裁の判断を確認した。しかし
州最上級裁判所は，①合衆国憲法第4修正は公立学校教職員による校内持ち物
検査に対しても適用されるものであり，②校内持ち物検によ勺て入手された証
拠に対しでも排除法理は適用され，③持ち物検査の要件として，本件事案では
煙車の所持が禁煙区域での喫煙及びハンドバッグ内に煙草を持っていることを
疑わせる合理的根拠ではなく，④ハンド‘バッグを開披したところ煙草用巻紙の
束が発見されたという事実がマリファナの件に関してハンド、バッグ内を徹底的
に調べた措置を正当化するものではない旨判示し.T. L. O.側からの証拠排除
申立を認容したへ
2判旨
(1) White裁判富執筆の法廷意見(10)
合衆国憲法第4修正は，公立学校教職員による校内検査にも適用される。 In
loco ραrentis法理を根拠に合衆国憲法第4修正の適用を排除すべきという見
解は採り得ない。
しかし学校には，学習環境を維持する必要性がある。それ故，公立学校内の
持ち物検査においては，生徒の正当なプライヴァシィーの期待と学校の正当な
必要性とを比較衡量することにより，公権力による捜索の通常の要件は緩和さ
れる。すなわち，①学校教職員が校内持ち物検査を実施するに際して令状の入
手は不要であり，②学校教職員による校内持ち物検査は，対象生徒の非違行為
があったと信ずるに足りる相当理由までは不要であり，当該検査実施の際に合
理的嫌疑があれば足りる。かかる検査は，用いられた手段が検査目的と合理的
関連性を有し，生徒の性別・年齢及び非違行為の性質に照らして過度に侵害的
というに至っていなければ許容される。本件事案においては，喫煙の事実から
(8) State ex rel. T. L. 0.， 428 A. 2d 1327 (N. J. 1980). 
(9) State ex rel， T.L. 0.， 463 A. 2d 934 (N. J. 1983). 
(10) Rehnquist首席裁判官， Powell 裁判官.O'Connor裁判官参加。
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ハンド、バッグ内に煙草を所持していることについて合理的嫌疑が生じており，
ハンドバッグを間接した際に煙車用巻紙の束を発見したことによってマリファ
ナ所持の合理的な疑いが生じているので，本件各証拠の発見につながる更なる
検査が正当化されるのである。
(2) Powel1裁判官の補足意見ω
初等・中等学校の児童・生徒には，成人や校外で少年が享受するのと同様な
憲法上の保護を与える必要はない。教員は，恐らく親子関係を除いては他に比
類ない位の親密さと権威とを児童・生徒に対して有しているのである。
(3) Blackmun裁判官の結論同意意見
令状要件と相当理由が不要となるのは，生徒・教員の安全又は授業を脅かす
行動に即座に対処するための特別な必要を認め得るからである。
(4) Brennan裁判官の一部補足・一部皮対意見(ω
合衆国憲法第4修正が公立学校教職員の職務にも適用されるとの部分に関し
ては，法廷意見に賛成するが，その余の部分には反対する。
本件事案はプライヴァシィーへの重大な制約に当たる。校内での薬物猿用・
暴力の現状に鑑みて，緊急性による令状要件の例外があると言えるが，相当理
由は必要であり，合理的嫌疑でプライヴァシィーへの本格的介入を正当化し得
る皆判示した先例は存しないのである。
(5) Stevens裁判官の一部補足・一部反対意見
法廷意見は軽微な校則違反と暴力行為等とを区別せずに無令状捜索安認めて
いる。法律違反又は校内秩序への重大な破境的行為に関する証拠を探索する場
合に限って無令状捜索は認められるべきである。
8小括
In loco parentis法理が明確に否定されていること，公立学校教職員による
校内持ち物検査に合衆国憲法第4修正の保障が及ぶ旨判示されていること，令
(11) O'Connor裁判官参加。
(12) Marshal裁判官参加。
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状要件が不要とされることについては全員一致である。とはL、ぇ， Powell 裁
判官の補足意見を読む限りは，猶も inlocoρarentis法理への傾斜も見て取れ
る。また，特別な必要があることを根拠に，相当理由よりも緩和された合理的
嫌疑で持ち物検査をなし得る皆判示され，この点は行政調査一般に関する重要
な先例となって行く(ヘ更に，許容される制約の程度は相手方年齢・性別及び
非違行為の性質によることが判示されたことで， Redding判決における軽微
な非連行為に対する脱衣検査の違憲判断へ繋がっていくことになる。
E 校内原検査-Acton判決・ Earls半IJ決
1 Acton判決(4)
1-1 事実の概要
1980年代半ば頃から， Oregon 州内の本件学校区内において規制薬物を使用
する生徒が急増し，授業中に粗野な言動をする生徒が増えた。特に，運動部の
生徒が規制薬物の使用に関して主導的役割lを担っていたため，試合等での傷害
事件等が危慎され始めた。同学校区では，これに対処するため，特別授業や講
演等の開催をしたが効果がなかったため，運動部員の健康・安全を守ることを
目的に，対外試合に参加する全ての公立学校生徒に対して，各競技のシーズン
初めに，週 l回の割合で全選手中の 10%を無作為抽出し，尿検査を実施する
皆決定した。検査方法は，男子生徒の場合，着衣のまま無人の更衣室において
12-13フィート後方に監視員のいる状態で採尿し，女子生徒の場合には，周
囲を遮蔽された個室において女性監視員が外部から聴覚的に監視する中で採尿
するというものであった。採取された尿は監視員に手渡され，温度と不正工作
の有無を確認の上で検査場に送られるが，結果は学校区長にのみ書面で郵送さ
(13) 洲見光男 ir特別な必要Jの例外J朝日 2号18頁以下参照。
(14) Veronia School District 471 v. Acton， 515 U. S. 646 (195). 
尚，この判決に関する邦語文献として，洲見光男「薬物検査の適法性一一連邦最
高裁判決をてがかりとして」判タ 815号62頁，宮原均「日米比較憲法判例を考え
るJl(平成 1年・八千代出版)312頁等がある。
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れ，電話照会に対しては暗証番号を告げた権限ある職員に対してのみ回答する
体制であった。結果が陽性の場合，再検査が実施され，再度陽性反応が得られ
た場合，被検者と保護者を交えて①週に l度の尿検査を含む措置に6週間参加
するか，又は②当該シーズンの残存期閉会て又は翌シーズン全ての出場停止の
いずれか一方を選択することになっていた。
Actonは， 1991年秋のフットボール対外試合に出場しようとしていたが，
尿検査を拒否したため，試合への出場を禁止されたため，両親と共に，本件学
校区が採る運動選手への規制薬物対策が合衆国憲法第4修正に違反する旨の宣
言判決と差し止め命令とを求めて訴えを提起した。 Courtof Appealsは，本
件学校区の規制薬物対策が合衆国憲法第4修正に違反する旨判示した(悶〉。
2-2判冒
(1) Scalia裁判官執筆の法廷意見
原検査は，合衆国憲法第4修正に言う「捜索」に該当する。同条項の令状要
件と相当理由要件については， I特別な必要Jのある場合には例外が認められ
るが，公立学校内においては，この例外を認め得る。本件では，被検者に個別
の嫌疑があったことを要さずして一律に尿検査を実施しているが，原検査が合
理性を有すると雷えるか否かは，個人が有する合衆国憲法第4修正の権利に対
する制約と，公権力の正当な利益との比較衡量で判断されるのである。そこで，
①復索によって制約されるプライヴァシィーの性格，②制約の態様，⑤捜索を
行うに至った公権力の目的とその緊急性及び手段の実効性の3点から分析され
る。①については，学校は生徒に対する管理・監督権限を有しており，成人に
対してならば許されない制約も可能である。特に，連動選手は皆と一緒に更衣
室での着替え・仕切りのないシャワー室の利用・シーズン前に健康診断を受診
する義務等，プライヴァシィーの期待は一層低い，②については，本件尿検査
の方法ならば，公衆トイレでの排池行為の際に生じるプライヴァシィー制約と
同等である。検査項目も規制薬物のみであり，検査結果の取り扱いも慎重で，
(15) Acton v. Vernonia School District 47J， 23F. 3d 1514 (9th Cir. 1994). 
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懲戒処分の根拠にさえ供されていないのである。③については，以下の点を指
摘し得る。(i)生徒が規制薬物による肉体的・精神的影響を受けやすく，常用性
も高L、。校内で規制薬物が蔓延すれば，規制薬物使用者のみならず，学校全体
の教育環境が破綻する。これらが，検査実施について，やむ会得なL、1+の利益
(compel1ing state interest)を構成する。 (u)当該学校区では，生徒の多くが
反抗的で懲戒件数が増加していた原因は規制薬物の使用にあったので，検査を
実施する緊急性が認められる。(jjj)Actonは，個々の具体的嫌疑に基づいて尿
検査を実施すべき旨主張するが，それでは却って尿検査対象となったこと自体
が恥であると受け取られて同意が得難くなる一方，規制薬物使用の疑いがない
にも拘わらず，扱い難い生徒に対して尿検査を実施する等の濫用の危険性もあ
るため，規制薬物使用に関する個々の具体的嫌疑を教員が説明すべき義務を負
うことになるが，これは教員の能力を超える事柄である。
(2) O'Connor裁判官の反対意見(同
網羅的検査の方が個別の具体的嫌疑に基づく検食よりも自由への危険性が高
い。合衆国憲法第4修正の背景には一般令状による捜索への懸念があったので
あるから，個別的な嫌疑に基づくことが捜索の本質的な性格である。本件当時，
生徒達も規制薬物使用を認めたり，薬物使用による陶酔状態を目撃される者が
いた等，個別の具体的嫌疑を要件としても実効性を確保し得た。学校が生徒に
対して特別な保護責任を白い，裁量が認められるので，令状要件は不要であり，
相当理由も緩和される。しかし，非行に無関係な大多数の生徒の身体に関する
プライヴァシィーを制約する網羅的監視は許容されなL、。
2 Earls判決川
2-1 事実の概要
Oklahoma州 Tecumseh市の公立学校区教育委員会は， 1991年秋に生徒の
(16) Stevens裁判官， Souter裁判官参加。
(17) Board of Education of Independent School District No. 92 of Pot1awatomie 
County， Oklahoma v. Earls， U. S. (2002). 
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課外活動参加に伴う薬物検査方針を採用した。その内容は，大要，以下の通り
であった。クイズ・コンテスト，音楽等も含めておよそ課外活動に参加する公
立学校生徒は，全て尿検査を受けなければならず，課外活動参加中の抜き打ち
薬物検査及び合理的な嫌疑に碁づきいつでも薬物検査を受けなければならなL、
陽性反応が出た場合，学校当局・生徒・保護者が面談し，当該生徒は面談後5
日以内に薬物カウンセリングを受け，その2週間後に再検査を受けて陰性なら
ば課外活動への参加が認められる。 2度目も陽性であった場合は，課外活動へ
の参加が 14日間制限され， 4時間の薬物カウンセリングと薬物検査を受けな
ければならなL、。 3度目も陽性であった場合には，当該学年度の残存期間又は
88授業日のいずれか長い方の期間，一切の課外活動への参加が禁止される。
当時，当該学校区においては，生徒が規制薬物の濫用を公言したり，課外活動
に参加している生徒の自動車内から薬物やその接取器具が発見される事態が続
発していた。
Earls等は，本件訴えを提起した当時，当該学校区の公立学校生徒であり，
醸歌隊・マーチング唱バンド・クイズコンテストの部員であったが，両親と共に，
本件薬物検査方針は，文面上及び自分遠の課外活動への参加条件として適用さ
れる限りにおいて，合衆国憲法第 14修正に媒介される同第4修正に違反する
として差し止め命令を求めた。 DistrictCourtは請求を棄却したが， Court of 
Appeals は，課外活動参加者の聞で薬物問題が存在している点の立証がない
ことを理由に，本件薬物検査方針は合衆悶憲法第4修正に違反する旨判示した。
2-2判旨
(1) Thomas裁判官執簸の法廷意見
公立学校教職員による尿標本採取は，合衆国憲法第4修正に言う「捜索」に
該当する。同条項には合理性の基準があり，犯罪捜査に関する捜索・押収には
相当性が要件となるが，相当理由は行政調査の合理性判断には不向きである。
令状要件も相当理由要件も迅速Eつ非公式な懲戒手続を要とする学校という
環境には不要である。法執行上， I特別な必要」がある場合には，相当理由に
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基づかない捜索も合理性があるのである。
Acton判決は，個別の具体的な嫌疑に基づかない運動部員に対する薬物検
査は合衆国憲法第4修正の権利と公権力の正当な利純との事実関係に即した比
較衡量を実施した。同判決の原則を若干事案の異なる本件に適用しでも，同様
の結論が得られる。規律・健康・安全を維持する責務を負っている公立学校に
おいて，生徒のプライヴァシィーの利益は縮減されている。生徒は日常的に身
体検査・予防接種ぞ受けるよう求められており，校内秩序が維持されるには，
成人に対する以上の制約が必要である。 Acton判決の主眼は学校の監護責任
と権限に依拠したものでらり，運動部員とその他の課外活動参加者との区別は
本質的ではない。また，運動部員以外の者も，遠征旅行の際等に皆のいる所で
脱衣すること等もあり，生徒全体には適用されない類の規則によるプライヴァ
シィーの利益に対する種々の制約を任意に受け入れているのである。本件薬物
検査の採尿手続は， Acton判決の事案の採尿手続とほぼ同じであるし，陽性
の結果が出たとしても，単に課外活動への参加資格が一時的に制約されるに過
ぎない。
本件検査を実施する公権jJの利益の性格と切迫性及びその利益を確保する上
での本件薬物検査の有効性についてであるが，米国の若者における薬物濫用問
題は， Acton判決以降も悪化しており，この害悪を被っているのは保護と指
導に関して州当局が責任を負う生徒である点で，本件検査は生徒の健康・安全
母守るという外|当局の利益に貢献しているのである。
(2) Breyer裁判官の補足意見
本件薬物検査方針は，①民主的な手続で審議・決定されたものであり，②生
徒全員に対して薬物検査を課しておらず，課外活動への参加を諦めれば検査を
受けなくても良いという選択肢もある点等を重視すべきである。
(3) O'Connor裁判官の反対意見(18)
法廷意見が依拠する Acton判決自体に反対であり，本件薬物検査は憲法違
(18) Souter裁判官参加。
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反だと考える。
(4) Ginsburg裁判官の反対意見(同
本件と Acton判決の事案とは全く異なる。 Acton判決の事案においては，
連動選手が薬物を使用した場合，傷害事故が発生する危険性があったが，一般
的に生徒の生命・健康に危険性があるという理由で薬物検査が許容された訳で
はない。また，薬物蔓延の状況下で運動部員が頭目的役割を演じていたのであ
る。
他方で，薬物検査を受けなければならないという困惑，検査結果が杜撰に扱
われる危慎等を考慮すると，本件薬物検査による制約は無視し得る程度にとど
まる訳ではない。
しかも，全米を通じて，課外活動に参加する生徒は然らざる生徒と比較して
薬物問題を惹起する叢然性が遥かに低いのである。
3小括
Acton • Earls両判決の事案における尿検査では身体的侵襲はないが，監視
下で排尿を義務付け，生徒の身体状態について公務員たる教職員が知り得ると
いう点で，プライヴァシィーの制約となる。個別の具体的嫌疑に基づかない薬
物検査について，既に Skinner(20)・VonRaab(2l)両判決において，合衆闘最
高裁判所は合憲である旨判示している(ヘ前者は重大事故への関与又は安全規
則違反をした鉄道職員の連邦鉄道管理局規則に基づく尿・血液検査に関する事
案であり，後者は合衆国税関で規制薬物を扱う職場等への異動又は昇進を希望
する職員に対する原検査の事案であった。ここでも， T. 1. O.判決における
「特別な必要Jを根拠に令状要件・相当理由要件が不要である皆判示された。
Acton ・Earls両判決においては，同様に「特別な必要」を根拠に令状要件・
(19) Stevens裁判官， O'Connor裁判官， Souter裁判官参加。
(20) Skinner v. Railway Labor Exsecutives' Association， 489 U. S. 602 (1989). 
(21) National Treasury Emplyees Union v. Von Raab， 489 U. S. 656 (1989). 
(22) これら両判決について詳しくは，洲見光男「薬物検査の適法性一一連邦最高裁判
決をてがかりとしてJ判タ 815号62頁以下を参照。
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相当理由要件が不要である旨判示されたのである。 T.L. O.判決の事案におい
ては，禁煙区域での喫煙とLサ個別の具体的な嫌疑が端緒となったのに対して，
Acton ・Earls両判決の事案において個別の具体的嫌疑なくして網羅的検査を
なし得ると判示していることは看過し難L、。とはいえ，合衆国最高裁判所札
合衆国憲法第4修正の要件を緩和する根拠となる「特別な必要」概念を「犯罪
の探知以外の目的」と捉え，限定を図っている。
また， Skinner. Von Raab両判決の事案においては，検査対象者は全て自
らの意思で一定の職種に就いた者の内，更に限定された集団であったが， Ac-
ton ・Earls両判決の事案においても，薬物蔓延という状況の下，前者は運動
部員，後者は課外活動参加希望者に限定している点で，一般的網羅的に市民全
体，あるいは生徒全員を対象としているのとは異なる。もっとも， Skinner. 
Von Raab両判決の事案で検査対象とされたのは，公共交通機関の危険，あ
るいは税関における薬物規制の有名無実化を防ぐという必要性が強いものの，
Acton ・Earls両判決の事案に関してはそこまでの必要性があったのであろう
か。敢えて替えば， Acton判決の事案では薬物撤用の頭目的存在であった運
動部員が対象であり，場合によっては試合等で自己又は相手方に危険を及ぼす
虞もあったという点で，猶，検査の切迫性を認める余地もあろう。しかし，
Earls 判決の事案に関しては，対象があまりにも広く， Skinner ・VonRaab. 
Acton各判決の事案との差異は大きい。仮に検査の正当性を認めるとすれば，
少年期の薬物濫用による害悪を防止・発見する必要性というバターナリスティッ
クな利益を達成する上で，部員相互の密な関係・他校との交流等，影響を受け
やすい年齢・集団について特別な配慮をしたものと捉えるべきなのであろう。
IV Redding以前の脱衣検査
まず， Renfrow判決においては，整列させられた生徒の聞を行き来する薬
物探査犬が選び出した女子生徒を別室で職員が脱衣させて検査したという事案
について，薬物探査犬ぞ用いた検査態様自体は違憲の問題を生じないものの，
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脱衣検査については許されない旨判示された(却。他方で， Cornfield判決にお
いては，下腹部に規制薬物を陪匿していた男子生徒に職員が脱衣するように命
じ，離れたところから目視検査したという事案について，当該検査を許容する
皆判示されていた制。このように，連邦控訴審裁判所聞においても脱衣検査の
合憲性については判断が分かれていた。
とはいえ，仮に教職員が生徒の身体に直接手を触れない態様であろうとも，
尿検査以上にプライヴァシィー制約の度合いが高い脱衣検査に対しては，批判
的な見解の方が目立っている (25)
V Redding判決
1 事実の概要
Arizona州のある公立中等学校副校長が， 13歳の女生徒 SavanaRedding 
を教室から副校長室に呼び出し，校則により許可なく校内で所持することが禁
じられている鎮痛剤・抗炎症剤を同女に示し，同女が同級生にこれらを譲渡し
ている旨の報告を受けていることを告げた。 Savanaは，譲渡の事実を否認し，
持ち物検査に応じた。女性事務職員が副校長と共に副校長室において Savana
の持ち物を検査したものの何も見つからなかった。そこで副校長は当該女性事
務職員に，保健室に生徒を同行して看護師と共に身体検査するよう命じた。女
性事務職員と看護師は， Savanaに上着・靴・靴下を脱ぐよう求め，更に，ポ
ケットのないストレッチパンツ・Tシャツをも脱ぐよう求めた。最後に，彼女
らは Savanaにブラジャーとパンティーを自分で前方に号|っ張り，左右に揺
(23) Doe v. Renfrow， 631 F. 2d 91 (7th Cir. 1980). 
(24) Cornfield v. Consolidated High School Dinstrict No.230. 991 F. 2d 1316 (7th 
Cir. 1993). 
(25) See， Scott A. Gartner， Str:かSearches01 Students: What Johnny Really Learned 
at School and How Local School Boards Can Help Solve the Problem. 70 So. Cal. 
L. Rev. 921 (1997); Paul R. Shuldiner，visual Rape: A Look at the Dubious 
Legali砂01Strip Searches， 13 J. Marshall L. Rev. 273 (1980); 3 James A. Rapp， 
Education Law ~ 9朋[l0][f] [i] [B]. 
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らす等して何も隠匿していないことを示すよう求め， Savanaはこれに従った
ため，胸部と下腹部が僅かに露出したが，何も発見きれなかった。
Savanaの母親は，当該公立中等学校の設置主体たる学校区・副校長及び上
記脱衣検査を実施した女性事務職員・看護師を相手取って合衆国憲法第4修正
違反を理由に連邦裁判所に訴を提起した。 DistrictCourtは，合衆国憲法第4
修正違反には当たらないとして summaryjudgmentを下した，第9巡回区控
訴裁判所はこの判断を磯認したものの (26) 大法廷は僅差でこの判断を覆し，本
件脱衣検査は合衆国憲法第4修iE違反を構成する旨判示し，円身は決定権限を
有していなかった本件女性事務職員と看護師については免責される旨の判断を
維持しつつ，副校長と学校区については， District Courtのsummaryjudg-
mentを破棄した(mo
2 判 ヒ:=.国
(1) Souter裁判官執筆の法廷意見(掛
学校における持ち物検査が合憲となるためには，相当理由 Cprobable
cause)までは必要なし合理的嫌疑 Creasonablesuspicion)があれば足り
る。但し，校内での持ち物検査が正当性を有するのは，採られた手段が当該検
査の目的に合理的に関連し，且つ，生徒の年齢・性別及び規則違反行為の性質
に照らして侵害の程度が過度にわたらない限りにおいてである。上記合理的嫌
疑においては，学校教職員が非行事実の証拠を発見する一定の蓋然性 Cmod-
erate chance)で足りる。
本件検査において，複数の生徒から Savanaが薬物譲渡をしている旨情報
を得ていたこと，及び， Savanaが校内に酒・煙草を持ち込む等の問題行動を
起こしている女生徒グループの一員であったこと等から，副校長には Savana
(26) Redding v. Safford Unified School District #1， 504 F.3d 828 (2007). 
(27) Redding v. Safford Unified School District非1，504 F.3d 1071 (2008) 
(28) Roberts首席裁判官， Scalia裁判官， Kennedy裁判官， 8reyer裁判官， Alito 
裁判官参加。 Stevens裁判官， Ginsburg裁判官一部参加。
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の携帯品及び上着等を検査するだけの正当性はあったものと言える。しかし，
上記嫌疑はI Savanaが他の生徒に危険を及ぼす薬物を提供していたことを示
すものではなかったのでI Savanaに下着を引っ張り，左右に揺らすことを要
求すること4是正当化する程度のものではなかった。本件女性事務職員及び看護
師はI Savanaが下着を引っ張り，揺らした際に「何も見なかった」旨供述し
ているが，それは重要ではなL、。彼女らが立ち会っている面前でI Savanaに
多少なりとも胸部及び下腹部を露出させるような検査は，プライヴァシィーの
合理的期待の見地から，上着・携帯品の検査とは質的に異なるものである。プ
ライヴァシィーの合理的期待というものは，思春期に特有の傷つきやすさによっ
て高められている。脱衣検査が屈辱的であることに鑑み，校内での脱衣検査を
全面的に禁止している自治体もあるのである。
本件における嫌疑の穏度は，かかる侵害的措置を正当化する程度に達してい
ない。副校長は，校則で校内に許可なく持ち込むことが禁止されている薬物
(鎮痛剤・抗炎症剤)を Savanaが校内に持ち込んだのではないかとの嫌疑に
慕っ・いて行動したが，他の生徒に対して危険性そ及lます虞が高くないことは知っ
ていた筈である。更に，副校長はI Savanaが薬物を下着内に隠匿じていると
疑う根拠を持っていなかった。本件検査が極端に侵害性の高い措置であったこ
とに鑑みれば，一般的な可能性があったというだけでは不十分である。当該中
等学校内において，生徒が下着内に薬物を隠匿するようなことが一般的であっ
た訳でもないしI Savanaの脱衣検査に先立って行われた別の女生徒に対する
同様の脱衣検査においても何も発見されていない。本件検査においては，
Savanaが他の生徒に薬物を譲渡したことが疑われているが，その譲渡がいつ
行われたのかも特定されていなL、。
公立学校教職員は，明確に確立した法理によって合衆国憲法第4修正違反に
当たる場合でなければ，免責を受ける。校内持ち物検査について，下級審は様々
な解釈を示してきていたのであって，本件当時，この種の検査が合衆国憲法第
4修正に違反する旨の確立した法理があった訳ではないので，本件に閲して副
校長についても免責するのが相当である。
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(2) Stevens裁判官の一部同意・一部反対意見何回
本件において副校長に免責を認めることには反対する。
(3) Ginsburg裁判官のー部同意・一部反対意見
本件で副校長は，脱衣検査の後も， Savanaぞ解放して帰宅させていないば
かりか，教室に戻らせることもせず，副校長室の外の椅子に 2時間以上も座ら
せたままにし.保護者を呼ぼうともしていない。かかる権限濫用は.免責され
るべきでない。
(4) Thomas裁判官の一部結論同意・一部反対意見
判例を変更して， common law上のinloco parentis法理に回帰すべきであ
ると考えるが，仮に従来の判例法理に従ったとしても，合衆国における学校を
取り巻く状況，そして，本件中等学校における生徒の聞での薬物に関する状況
に鑑みれば，教員の権限を尊重すべきであり，本件脱衣検査は合衆国憲法第4
修正違反を構成するものではない。
3小括
本件は， T. L. O.判決以降の判断枠組みを踏襲し，合衆国憲法第4修正の保
障が校内持ち物検査にも及ぶことを前提に，公立学校教職員が生徒のプライヴァ
シィーを制約する措置は生徒の年齢・性別及び非違行為の性格に応じて許容性
が定まるという観点から判断している。本件事案において Savanaによって
譲渡されたとされる薬物(鎮痛剤・抗炎症剤等)の危険性は，他の生徒に対し
て深刻で緊急性を要するとまでは言えない状況であったことから， Savanaに
対して下着姿になった上で，自ら下着を引っ張り，揺さぶることを命じた措置
は，過度に侵害的であると判断したものであろう。従って， Savanaがより危
険な薬物の譲渡に関与していた疑いが強い場合又は凶器等の持ち込みをしてい
た疑いが強い場合であって， Savanaが下着内に薬物又は凶器を隠匿していた
具体的根拠があった場合には， r特別な必要」の故に，教職員が直接身体に触
(29) Ginsburg裁判官参加。
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れない本件の検査態様も許容されるであろうし，更に直接的な身体接触を伴う
検査が許容される余地も残るであろう。
米国における学校環境の悪化を憂うる Thomas裁判官の一部反対意見は.
学校での薬物の蔓延・凶器ぞ用いた暴力の脅威に鍍みれば確かに傾聴に値する
ものである。とはいえ，in locoρarentis法理を蘇生させようとしたところに
は，些か無理があるように感じる。 Eで触れたように， T. L. O.判決における
PoweJl :裁判官の補足意見にも猶，in loco parentis法理に近い表現は見られる
ものの，同法理を採らないことは T.L. O.判決において明言されたところで
ある。公立学校は個々の保護者から監護権の代替的行使を具体的に委託された
というよりも，公権力(州)の教育政策に基づいて学校制度，教員の監督・指
導権が法定されているからである。また， T. L. O.判決における PoweJl裁判
官の補足意見における教員の情熱と誠意は，確かに理想ではあるが，多数の生
徒を教育・指導し，他の学校への異動もあり得る教員に，例々の生徒の人生に
対して生涯にわたって責任を負うことを望むことは困難であること論を待たな
L 、。
他方で， Ginsburg裁判官の補足意見が指摘する事実は，あくまでも本件措
置の違法性を高める事情としての意義を有するにとどまると見るべきであろう。
終わりに
米国の学校における薬物の蔓延・武器を用いた暴力の横行は T.L. O.判決
以降も悪化の一途を辿り，それが十代の女子生徒の脱衣検査の可否が問われる
Redding事件へと繋がった。我が国においても，いわゆる教育困難校以外で
も薬物濫用による非行が起き始めて久しい。かかる状況の下では，①特定の生
徒が生命・健康に具体的危険性を持つ薬物を隠匿所持している具体的嫌疑があ
る場合で，②当該生徒が陪麿所持していると思われる薬物の提出を頑強に拒ん
でいる場合には脱衣検宣も許存されようし，③ード着内への陪慣が具体的に疑わ
れる場合には， Redding判決の事案と同程度の態様での検査も許容される余
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地があると言えよう。
[付記]
脱稿後，The Supreme Court 2009 Term -Leading Cases， 123 HARV. L. Rev. 
163-l72 (2009)に接した。
本稿で検討したような非違行為も薬物検査も共に我が国の法科大学院教育とはおよ
そ無縁のものである。しかしながら，平穏な教育環境を維持し，良識ある院生と教職
員を悪質な非進行為から守るため，厳正な対処をすることは教育に携わる者の責務で
ある。たとえ，その結果，逆恨みをされて逆ハラスメントの被害を受けることがあろ
うとも。教育現場を乱す悪質な非違行為に断固として立ち向かう気概のない者には，
教育に携わる資格も法を語る資格もないのである。
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